
 

事業活動温暖化対策計画書制度実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、神奈川県地球温暖化対策推進条例（平成 21 年神奈川県条例第 57 号。以下

「条例」という。）第 11条から第 17条までに規定する事業活動温暖化対策計画書制度の実施に

ついて、神奈川県地球温暖化対策推進条例施行規則（平成 21 年神奈川県規則第 73 号）及び事

業活動温暖化対策指針（令和７年神奈川県告示第 68 号。以下「指針」という。）に規定するも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（事業活動温暖化対策計画書等） 

第２条 条例第 11条第１項に規定する事業活動温暖化対策計画書は、様式第１号とする。 

２ 条例第 11条第３項に規定する中小規模事業者用事業活動温暖化対策計画書は、様式第２号と

する。 

 

（変更等届出書等） 

第３条 条例第 11 条第２項の規定により変更等の届出をする者は、変更等届出書（様式第３号）

を知事に提出しなければならない。 

２ 条例第 11 条第４項の規定により変更等の届出をする者は、中小規模事業者用変更等届出書

（様式第４号）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告書等） 

第４条 条例第 14条第１項に規定する実績報告書は、様式第５号とする。 

２ 条例第 14条第２項に規定する中小規模事業者用実績報告書は、様式第６号とする。 

３ 指針６(2)アに規定する中小規模事業者用評価依頼申出書は、様式第７号とする。 

４ 指針７(4)に規定する評価結果通知書は、様式第８号とする。 

 

   附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



様式第１号（要綱第２条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

１　事業者の名称等

代 表 者 氏 名

部門

部門

部門

２　事業の規模等

ｋL

ｋL

台

台

３　計画の期間

計 画 の 期 間 年度～ 年度 （基準年度：

４　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

（第１面）

事業活動温暖化対策計画書

住 所

法 人 ・ 団 体 名

主 た る 事 業 の 業 種
大分類

代 表 者 役 職

代 表 者 氏 名

神奈川県地球温暖化対策推進条例第11条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事業者の住所又は主たる事務所の所在地

条 例 施 行 規 則 第 ２ 条 第 １ 項

各 号 の う ち 該 当 す る 号 等

条例施行規則第２条第１項第１号

条例施行規則第２条第１項第２号

条例施行規則第２条第１項第３号

事 業 者 の 氏 名

又 は 名 称

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

中分類

年度）

原油換算エネルギー

使 用 量 の 合 計 量

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

対 象 自 動 車

の 使 用 台 数

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

事業の規模 対象区域



５－１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　比較年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％ ％

※1) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

(４)　エネルギー管理指定工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の状況（基礎排出量）

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

（第２－１面）

比 較 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 1 ）

過去からの排出量削減率

( 比 較 年 度 比 )

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度

名称 所在地
計画 実績

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度



５－２　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　比較年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％ ％

※2) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

（第２－２面）

比 較 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 2 ）

過去からの排出量削減率

( 比 較 年 度 比 )

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度



６－１　エネルギーの使用の合理化に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※4 ％ ％ ％

※3) 複数指標を設定した場合、基準年度のエネルギー消費原単位を100と表示。　※4) 年率

６－２　エネルギーの使用の合理化に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※5 ％ ％ ％

※5) 年率

７－１　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　工場等における使用電力量に占める再生可能エネルギー由来の電力量等の割合

％ ％ ％ ％ ％

７－２　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　乗用自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

% % % % %

(２)　バス及び貨物自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

（第３面）

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位 ※ 3

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位

割 合

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

①電気自動車

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

③その他

②燃料電池自動車

①・②の割合

所有台数の合計

所有台数

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度



８　2050年までの脱炭素社会の実現に寄与する中長期的な取組に係る事項

(１)　2050年までの脱炭素化の表明（対象年度末時点）

年度 年度 年度 年度 年度

(２)　2050年までの脱炭素化を前提とした中長期計画の策定及び公表（対象年度末時点）

(３)　SBT等イニシアティブに関する取組（対象年度末時点）

(４)　サプライチェーン全体での削減の取組

※SC：サプライチェーンの略

９　地域の地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項

（第４面）

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

脱 炭 素 化 目 標 年 度

脱 炭 素 化 の 表 明 の 有 無

主 た る 表 明 者

その他の場合の内容

表明に係る情報

掲載先

URL

その他

計 画 の 策 定 等 の 状 況

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

主 た る 策 定 者

その他の場合の内容

公表に係る情報

掲載先

URL

その他

TCFD 提 言 へ の 賛 同

SBT 認 定 の 取 得

RE Action へ の 参 加

RE100 へ の 参 加

SC 排 出 量 算 定 に よ る

削 減 対 象 の 特 定

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

SC 全 体 の 排 出 量 削 減

目 標 の 設 定

SC排出量開示等による関係者

へ の 削 減 要 請

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

そ

の

他

取 組 の 内 容

取 組 の 有 無



様式第２号（要綱第２条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

１　事業者の名称等

代 表 者 氏 名

部門

部門

２　事業の規模等

ｋL

ｋL

台

台

３　計画の期間

計 画 の 期 間 年度～ 年度 （基準年度：

４　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

事業の規模 対象区域

年度）

原油換算エネルギー

使 用 量 の 合 計 量

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

対 象 自 動 車

の 使 用 台 数

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

中分類
主 た る 事 業 の 業 種

大分類

代 表 者 役 職

代 表 者 氏 名

神奈川県地球温暖化対策推進条例第11条第３項の規定により、次のとおり提出します。

事業者の住所又は主たる事務所の所在地

計 画 の 区 分 等
工場等に関する削減計画

自動車に関する削減計画

事 業 者 の 氏 名

又 は 名 称

（第１面）

中小規模事業者用事業活動温暖化対策計画書

住 所

法 人 ・ 団 体 名



５－１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　基準年度の前年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

※1) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

５－２　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（自動車に関する計画）

(１)　基準年度の前年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

※2) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 2 ）

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 1 ）

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

（第２面）

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)



６－１　エネルギーの使用の合理化に係る事項（工場等に関する計画）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※4 ％ ％ ％

※3) 複数指標を設定した場合、基準年度のエネルギー消費原単位を100と表示。　※4) 年率

６－２　エネルギーの使用の合理化に係る事項（自動車に関する計画）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※5 ％ ％ ％

※5) 年率

７－１　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（工場等に関する計画）

(１)　工場等における使用電力量に占める再生可能エネルギー由来の電力量等の割合

％ ％ ％ ％ ％

７－２　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（自動車に関する計画）

(１)　乗用自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

% % % % %

(２)　バス及び貨物自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台所有台数

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

①・②の割合

所有台数の合計

③その他

②燃料電池自動車

①電気自動車

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

割 合

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位 ※ 3

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

（第３面）



８　2050年までの脱炭素社会の実現に寄与する中長期的な取組に係る事項

(１)　2050年までの脱炭素化の表明（対象年度末時点）

年度 年度 年度 年度 年度

(２)　2050年までの脱炭素化を前提とした中長期計画の策定及び公表（対象年度末時点）（任意）

(３)　SBT等イニシアティブに関する取組（対象年度末時点）（任意）

(４)　サプライチェーン全体での削減の取組（任意）

※SC：サプライチェーンの略

そ

の

他

SC 全 体 の 排 出 量 削 減

目 標 の 設 定

SC排出量開示等による関係者

へ の 削 減 要 請

SC 排 出 量 算 定 に よ る

削 減 対 象 の 特 定

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

RE Action へ の 参 加

RE100 へ の 参 加

TCFD 提 言 へ の 賛 同

SBT 認 定 の 取 得

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

主 た る 策 定 者

その他の場合の内容

公表に係る情報

掲載先

URL

その他

計 画 の 策 定 等 の 状 況

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

主 た る 表 明 者

その他の場合の内容

表明に係る情報

掲載先

URL

その他

脱 炭 素 化 目 標 年 度

脱 炭 素 化 の 表 明 の 有 無

（第４面）

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度



様式第３号（要綱第３条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

神奈川県地球温暖化対策推進条例第11条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

事業者の住所又は

主たる事務所の所在地

計画の期間 年度～ 年度

□ 変更 □ 廃止 □ 休止 □ 再開

（ ）

変更、廃止、休止又は再開

の理由

備考　変更内容が分かる書類を添付してください。

変更等届出書

年　　月　　日

代 表 者 氏 名

年　　月　　日

変更前 変更後

変更の内容

変更、廃止、休止又は再開

の別及びその年月日

住 所

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

事業者の氏名又は

名称及び法人にあっては、

代表者の氏名



様式第４号（要綱第３条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

神奈川県地球温暖化対策推進条例第11条第４項の規定により、次のとおり届け出ます。

事業者の住所又は

主たる事務所の所在地

計画の期間 年度～ 年度

□ 変更 □ 中止 □ 廃止 □ 休止 □ 再開

（ ）

変更、中止、廃止、休止又

は再開の理由

備考　変更内容が分かる書類を添付してください。

中小規模事業者用変更等届出書

年　　月　　日

代 表 者 氏 名

年　　月　　日

変更前 変更後

変更の内容

変更、中止、廃止、休止又

は再開の別及びその年月日

住 所

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

事業者の氏名又は

名称及び法人にあっては、

代表者の氏名



様式第５号（要綱第４条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

１　事業者の名称等

代 表 者 氏 名

部門

部門

部門

２　事業の規模等

ｋL

ｋL

台

台

３　計画期間

計 画 期 間 年度～ 年度 （基準年度：

４　報告対象年度

報 告 対 象 年 度 年度

中分類

年度）

事業の規模 対象区域

主 た る 事 業 の 業 種
大分類

原油換算エネルギー

使 用 量 の 合 計 量

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

対 象 自 動 車

の 使 用 台 数

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

事業者の住所又は主たる事務所の所在地

条 例 施 行 規 則 第 ２ 条 第 １ 項

各 号 の う ち 該 当 す る 号 等

条例施行規則第２条第１項第１号

条例施行規則第２条第１項第２号

条例施行規則第２条第１項第３号

事 業 者 の 氏 名

又 は 名 称

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

代 表 者 役 職

代 表 者 氏 名

神奈川県地球温暖化対策推進条例第14条第１項の規定により、次のとおり提出します。

（第１面）

実績報告書

住 所

法 人 ・ 団 体 名



５－１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　比較年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％ ％

※1) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

(４)　エネルギー管理指定工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の状況（基礎排出量）

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

名称 所在地
計画 実績

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度

過去からの排出量削減率

( 比 較 年 度 比 )

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 1 ）

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

（第２－１面）

比 較 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)



５－２　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　比較年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％ ％

※2) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度

過去からの排出量削減率

( 比 較 年 度 比 )

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 2 ）

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)

（第２－２面）

比 較 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量



６－１　エネルギーの使用の合理化に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※4 ％ ％ ％

※3) 複数指標を設定した場合、基準年度のエネルギー消費原単位を100と表示。　※4) 年率

６－２　エネルギーの使用の合理化に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※5 ％ ％ ％

※5) 年率

７－１　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　工場等における使用電力量に占める再生可能エネルギー由来の電力量等の割合

％ ％ ％ ％ ％

７－２　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　乗用自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

% % % % %

(２)　バス及び貨物自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台所有台数

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

①・②の割合

所有台数の合計

③その他

②燃料電池自動車

①電気自動車

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

割 合

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位 ※ 3

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

（第３面）



８　2050年までの脱炭素社会の実現に寄与する中長期的な取組に係る事項

(１)　2050年までの脱炭素化の表明（対象年度末時点）

年度 年度 年度 年度 年度

(２)　2050年までの脱炭素化を前提とした中長期計画の策定及び公表（対象年度末時点）

(３)　SBT等イニシアティブに関する取組（対象年度末時点）

(４)　サプライチェーン全体での削減の取組

※SC：サプライチェーンの略

９　地域の地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項

取 組 の 内 容

取 組 の 有 無

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

そ

の

他

SC 全 体 の 排 出 量 削 減

目 標 の 設 定

SC排出量開示等による関係者

へ の 削 減 要 請

SC 排 出 量 算 定 に よ る

削 減 対 象 の 特 定

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

RE Action へ の 参 加

RE100 へ の 参 加

TCFD 提 言 へ の 賛 同

SBT 認 定 の 取 得

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

主 た る 策 定 者

その他の場合の内容

公表に係る情報

掲載先

URL

その他

計 画 の 策 定 等 の 状 況

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

主 た る 表 明 者

その他の場合の内容

表明に係る情報

掲載先

URL

その他

脱 炭 素 化 目 標 年 度

脱 炭 素 化 の 表 明 の 有 無

（第４面）

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度



様式第６号（要綱第４条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

１　事業者の名称等

代 表 者 氏 名

部門

部門

２　事業の規模等

ｋL

ｋL

台

台

３　計画の期間

計 画 の 期 間 年度～ 年度 （基準年度：

４　報告対象年度

報 告 対 象 年 度

（第１面）

中小規模事業者用実績報告書

住 所

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

代 表 者 氏 名

神奈川県地球温暖化対策推進条例第14条第２項の規定により、次のとおり提出します。

年度

事業の規模 対象区域

事業者の住所又は主たる事務所の所在地

計 画 の 区 分 等
工場等に関する削減計画

自動車に関する削減計画

事 業 者 の 氏 名

又 は 名 称

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

主 た る 事 業 の 業 種
中分類

年度）

原油換算エネルギー

使 用 量 の 合 計 量

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

対 象 自 動 車

の 使 用 台 数

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

大分類



５－１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（工場等に関する計画）

(１)　基準年度の前年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

※1) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

５－２　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（自動車に関する計画）

(１)　基準年度の前年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

※2) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

（第２面）

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 1 ）

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

直 近 の 排 出 量 削 減 率

（ 直 近 ３ 年 平 均 ※ 2 ）

計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度 第３年度



６－１　エネルギーの使用の合理化に係る事項（工場等に関する計画）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※4 ％ ％ ％

※3) 複数指標を設定した場合、基準年度のエネルギー消費原単位を100と表示。　※4) 年率

６－２　エネルギーの使用の合理化に係る事項（自動車に関する計画）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※5 ％ ％ ％

※5) 年率

７－１　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（工場等に関する計画）

(１)　工場等における使用電力量に占める再生可能エネルギー由来の電力量等の割合

％ ％ ％ ％ ％

７－２　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（自動車に関する計画）

(１)　乗用自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

% % % % %

(２)　バス及び貨物自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

（第３面）

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位 ※ 3

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位

割 合

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

①電気自動車

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

③その他

②燃料電池自動車

①・②の割合

所有台数の合計

所有台数

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度



８　2050年までの脱炭素社会の実現に寄与する中長期的な取組に係る事項

(１)　2050年までの脱炭素化の表明（対象年度末時点）

年度 年度 年度 年度 年度

(２)　2050年までの脱炭素化を前提とした中長期計画の策定及び公表（対象年度末時点）（任意）

(３)　SBT等イニシアティブに関する取組（対象年度末時点）（任意）

(４)　サプライチェーン全体での削減の取組（任意）

※SC：サプライチェーンの略

（第４面）

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

脱 炭 素 化 目 標 年 度

脱 炭 素 化 の 表 明 の 有 無

主 た る 表 明 者

その他の場合の内容

表明に係る情報

掲載先

URL

その他

計 画 の 策 定 等 の 状 況

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

主 た る 策 定 者

その他の場合の内容

公表に係る情報

掲載先

URL

その他

TCFD 提 言 へ の 賛 同

SBT 認 定 の 取 得

RE Action へ の 参 加

RE100 へ の 参 加

SC 排 出 量 算 定 に よ る

削 減 対 象 の 特 定

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

SC 全 体 の 排 出 量 削 減

目 標 の 設 定

SC排出量開示等による関係者

へ の 削 減 要 請

そ

の

他



様式第７号（要綱第４条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

神奈川県地球温暖化対策推進条例第16条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

事業者の住所又は

主たる事務所の所在地

計画の期間 年度～ 年度

□ 工場等に関する削減計画

□ 自動車に関する削減計画

中小規模事業者用評価依頼申出書

年　　月　　日

代 表 者 氏 名

評価の対象

住 所

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

事業者の氏名又は

名称及び法人にあっては、

代表者の氏名



様式第８号（要綱第４条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）

○○○○

○○○○○　○○　○○　様

神奈川県知事　○○　○○

（　公　印　省　略　）

神奈川県地球温暖化対策推進条例第16条第４項の規定により、次のとおり通知します。

事業者の住所又は

主たる事務所の所在地

計画の期間 年度～ 年度

報告対象年度 年度

第１号又は第２号該当事業者

第３号該当事業者

工場等に関する削減計画を策定する者

自動車に関する削減計画を策定する者

備考

評価結果通知書

年　　月　　日

評価結果

事業者

特定大規模

事業者

中小規模

事業者の氏名又は

名称及び法人にあっては、

代表者の氏名

　神奈川県地球温暖化対策推進条例第16条第６項の規定に基づき、この通

知を受けた日から起算して８日以内に、神奈川県知事に対して書面（任意

様式）により評価結果に関する意見を述べることができます。

問合せ先

脱炭素戦略本部室計画書審査グループ

○○ ○○

電 話 045(210)1111 （内40**）

E-mai
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